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ウェーブロックホールディングスの石原です。本日は前期の決算および今期の
見込みなどをご説明をさせていただければと思います。 本日はこちらにお示し
をしている項目についてご説明いたします。 RP東プラ株式会社との資本業務提
携について。続きまして、前期 2023年3月期の業績の報告。続きまして、今期
2024年3月期の業績予想について。最後に株主様への還元についてのご説明を
させていただきます。
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まずはRP東プラ株式会社との資本業務提携ということになります。前期の決算
及び今期の見込みと同じタイミングで開示させていただいております。
RP東プラさんとの資本業務提携契約に基づきまして、RP東プラさんの株式
20.32%を６月中に取得をすることを決定いたしました。これは株式の取得とい

うことになり、当社としての新規投資ということになります。下の図で示すよう
に、我々の新規事業投資は3カテゴリーで考えております。その中の1つ目であ

る、「既存事業である樹脂加工に近い分野で、既存事業と接合する分野の投
資」、今回の資本業務提携はこちらに該当します。目的は、あくまでも当社が主
語の表現です。こういった部分はもちろんですけれども、追い求めていきたい
のは、当社及びRP東プラさんがより生産性の高い、成長性のある事業を作って
いくことです。

我々、樹脂加工の分野は非常に厳しい環境にありますが、様々な工夫や努力に
よって、いろいろな新しい取り組み、そして、既存事業の強化ということが可能
と思っています。もちろん当社グループでそれをやっていくというのは最も大
事なところでありますけれども、RP東プラさんと一緒にそういった取り組みを

やっていけば、我々だけではできない選択肢の実行及び新たな展開というのが
できるのではないかと考えております。
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RP東プラさんはこちらでお示しをしているような概要になります。従業員数や

連結での売上規模は当社グループと同じぐらいの規模ということになっていま
す。形としては、我々が上場企業かつホールディングスカンパニーであり、RP東
プラさんは非上場企業であるということから、我々が株式を持たせていただく
という形にはなるのですけれども、同じような規模の会社が組んで、様々なトラ
イをしていく。そういったことを今後やっていきたいと思っています。

その色々な取り組みの中で、我々が行う提携の効果が出てくるという確信を持
ちましたら、さらなる関係性の強化というのも考えていきたいと思っています。
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資本業務提携ということで包括的にやっていくのですけれども、それではなか
なか的を射るような打ち手ができません。両社で事前にきちんとお話をする中
で、まずはここに掲げさせていただいている 6点を中心にやっていきたいと考
えています。それぞれのご説明は割愛させていただきますけれども、色々な形、
切り口での提携ができるのではないかと考えています。
下の図にありますように、RP東プラさんの市場分野、そして我々の市場分野、非

常に重なっている部分もあります。重なりながらも、具体的なプロダクトやサプ
ライチェーンも、それぞれ違う部分もあったりします。そういった意味では、重な
り合う部分での合理化や、さらなる生産性向上、売上拡大の施策。重なり合わ
ない部分においては、それぞれの持っているノウハウや技術などを組み合わせ
ることによって、それぞれが新たな展開をしていくことが可能だと思っていま
す。

そういった意味では、手前味噌ではありますが、ベストマッチな取り組みができ
るのではないか、そしてこの資本業務提携を通じて、様々な取り組みをすること
により両社の成長発展にドライブがかかるものだと確信しております。
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続きまして、前期、2023年3月期の業績の報告をさせていただきます。
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グループ全体での売上高は225億8,400万、前年同期比7.5%の増収となりまし
た。
ただ、営業利益につきましては3億4,600万円、前年同期比46.7%の減少というこ

とで、増収大幅減益の決算となりました。アドバンストテクノロジー事業での自
動車向けのプロダクトについては、想定通り、もしくは想定を超える大幅な成長
をしております。ただ、原材料価格およびその他、例えば電気代などのユーティ

リティコスト、副資材等の上昇、これらが特にマテリアルソリューション事業に直
撃をしているという状況になっています。もちろんそういった様々な価格の上
昇というものを捉えて、売価への転嫁という努力をしておりますが、必ずしも、
上がった製造コスト全てを売価の転嫁で賄えていないという中で、利益が圧迫
されているという状態になっています。加えて、物の値段が上がっていく中で、
買い控えや、また、コロナ禍での巣ごもり需要では我々も一定の恩恵を受けた
部分がありますが、その反動減というものがまだ残っていると認識をしていま
す。そういった部分で販売数量については、一部プロダクトで 非常に厳しい状

況になっています。販売数量が減るということになれば、当社はメーカーのため
製造数量が減り、製造効率が悪化しそれが利益悪化の要因になります。

これらの結果、売上は伸ばすことができたものの利益については大きなマイナ
スという状況になっています。
当期純利益については、株式譲渡益により23億2,100万と大きくプラスになって
おります。
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マテリアルソリューション事業、アドバンストテクノロジー事業それぞれの事業の
状況ですが、マテリアルソリューション事業については、売上高はプラスになり
ました。ただ、利益については大きくマイナスになっています。先ほど、グループ
全体の売上高、営業利益 のところで申し上げた要因そのものが、マテリアルソ
リューション事業の利益大幅減になっている要因となります。

アドバンステクノロジー事業につきましては、売上についてはわずかながら減少。
利益については逆にわずかながらプラスになっています。売上がマイナスに
なっているのは、ディスプレイ用の拡散板の販売が対前年比で大きくマイナスに
なっているからです。こちらのディスプレイ用拡散板は当社で製造しているもの
ではなく、他社から仕入販売をしているため、利益には大きな影響を与えませ
んが、売上的には大きくマイナスになっている。これが影響してアドバンスドテ
クノロジー事業の売上は減少となりました。ただ、注力分野である自動車向けの
販売は特に北米を中心に順調に売上を伸ばしているという状況です。主力製品
が好調だったというところもありまして、利益は積み上げができています。ただ
この後も説明させていただきますが、様々な設備投資、先行投資をしておりま
す。これは前期の下期を中心に行い、今期も行うという状況の中で、そこで発生
する償却負担、立ち上げコストが多少利益を減殺している分がありますけれど
も、前期はそのあたりも吸収をして確実に利益を積み上げをすることができて
いるという状況になっております。
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続きまして、今期、2024年3月期の業績の予想について説明をさせていただき
ます。
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数字のご説明の前に、今期のポイントについてご説明をさせていただきます。注力分野
としておりますアドバンストテクノロジー事業の自動車向け販売、マテリアルソリュー
ション事業の地中熱ビジネスは成長を見込んでおりますし、そういった基盤ができつつ
あると認識しております。ただ、原材料価格については高止まり、エネルギーコストは対
前期でもさらに上がると見立てております。厳しい事業環境が続きますが、その中で
我々ができるいろいろなアクションを取ってきたいと考えています。前期については為
替差益や保険解約返戻金、そして、株式売却益がありましたので、経常利益及び当期純
利益については大きく計上されています。今期はそれらがないため、その分、経常利
益、当期純利益については減少します。
そういった中で今期の我々が見立てている数字ですけれども、売上高については、245
億ということで対前期8.5%の増収。これは中期3か年計画通りの数字になります。営業
利益については、3億を見込んでおります。経常利益は3億4,000万円、当期純利益は1億
7,000万円を想定しておりますが、こちらについては冒頭でご説明をさせていただきま
した、RP東プラさんの株式を取得することで、持分法利益を計上することになります。
ただ、株式の取得もこれからということになるため、現時点においてその影響額につい
ては算定ができておりません。お示しをしている業績予想については、その持分法利益
については計上していない数字になります。経常利益、当期純利益も数字的には大き
くないため、RP東プラさんの持分法利益を加えた場合には、相当程度の影響があると
認識をしております。加えて営業利益も数字としては前期から13%減るということに
なっていますが、金額自体が必ずしも大きくない数字のため、ほぼ前期並みということ
になります。
この後、各セグメントごとの説明でもさせていただきますが、アドバンスドテクノロジー
事業で先行投資をしており、それにより前期と比べてアドバンストテクノロジー事業の
減価償却費は2億2,000万円増えます。足元の利益だけを追い求めて将来の利益獲得の
ための先行投資をしないとすれば、この営業利益3億というものが5億以上になるとい
うところであります。ですので、数字だけを見れば増収減益の見込みではありますが、
我々経営陣としては、前向きな減益と捉えております。もちろん数字が全てという部分
はあるかもしれませんが、その内容を見たところでいきますと、そう認識しているとい
うところでございます。
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今期は中期3か年年計画の最終年度ということになります。先ほども申し上げま
した通り、売上高については想定通りに推移をしておりますが、営業利益・営業
利益率というところでいきますと、右下の図でお示しのとおり大きく乖離し、営
業利益は3か年計画の3年目と比べ9億6,000万円のマイナスという状況になって
います。
事業別で見てみますと、マテリアルソリューション事業で7億2,000万円、アドバン
ステクノロジー事業で2億円の乖離が出ています。マテリアルソリューション事業
については原材料価格およびエネルギーコストの上昇の影響額に売価転嫁をさ
せていただいた分をネットして4億6,000万円程度、そして先ほどもご説明させ
ていただきましたが、コロナでの需要喚起されたところからの反動減を含めて、
計画値からの需要減少が2億6,000万円影響していると考えています。アドバン
ストテクノロジー事業の2億円のギャップについては、先行投資による減価償却
費が中心となります。
営業利益は大きくギャップしておりますが、アドバンストテクノロジー事業の2億
に関しては今後の売上、利益で十分に回収できると認識しておりますし、3か年
計画をたてた段階ではここまで原材料やエネルギーコスト含め大きく上がると
想定しておりませんでした。もちろんこれは我々がコントロールできない部分と
もいえますが、こういった影響を小さくする、できるだけ減殺できる事業構造へ
転換をしていくことは、我々経営がやっていかなければいけないことだと認識
をしています。ただ、3か年計画を策定したときの想定と現状の違いのなかで、9
億6000万円のかなり大きな部分が占められている部分はあると思っています。
売上が想定通りにいっている、これは先ほど出ておりますように様々なコスト
上昇の転嫁という部分もあるため、売上面でも全てが3カ年計画でやろうとし
ていたことがその通りになっていると言い切れない部分もありますが、かなり
の部分で、我々がこの3カ年で売上の成長として考えてきた打ち手というもの
は、それなりに達成できているのではないかという認識をしております。
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各事業に目を展示してみたいと思います。

マテリアルソリューション事業の今後として様々な打ち手、取り組みはもちろん
ありますけれども、本日は環境関連ビジネスの取り組み強化の進捗および今後
の見立てをご説明させていただきます。
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環境関連ビジネスの中のメインである地中熱ビジネスについてご説明いたしま
す。前期 2023年3月期は元々4億円を売り上げるということでスタートしたので
すが、結果としては3,100万円と、その前の期から少しだけプラスになったとい

う状況になりました。これは想定を外したということをよりは、拡販をしていく
ための準備期間にしたということです。2023年3月期は、現状の体制、例えば人

員数やキャパシティということを考えると、拡販をしてもそれを十分に受けきれ
るだけのキャパシティがないということに改めて気づきまして、人材を採用し教
育をしていくということに注力しました。体制構築は順調に進捗をしておりま
す。それを背景にして、今期は現時点において様々な可能性のある取引先との
商談で、この7億をフォーカスできるような状況になっておりますし、この売上
高 7億を達成できれば、利益率も前期と比べて大幅に向上できるというような
手応えを感じているというところでございます。
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そして、この地中熱システムを我々の工場にも既に導入をいたしました。袋井工
場に地中熱システムを導入したことによって、工場の効率的な空調管理ができ
るということ、加えて空調電力が低減できます。co2排出量についても推定値で
はありますが、年間約300トンの排出量の削減につながると認識をしております
し、電力コストを下げることにより約4年で投資額を回収できるのではないかと

考えています。この投資により自らこの地中熱システムのメリットを体感し、こ
れからの販売を展開していく上で、自信を持ってお客様に勧められるというこ
ともあります。当初この地中熱システムはいわゆる農業関係でやっていくことを
ひとつの軸としておりましたが、工場などの施設などへも展開できるというこ
との実績として展開としていきたいと考えております。

14



マテリアルソリューション事業の今期の見込みというところでございますが、売
上高については190億円。前年同期比5.1%の増収。営業利益は 6億8,000万、対
前年比9.9%の増益ということになります。10%近く営業利益を伸ばすということ
になりますけれども、前期が非常に厳しかったというところであるため、マテリ

アルソリューション事業のポテンシャリティからすれば、営業利益は必ずしも十
分ではありません。ではありますが、前期 今期が底だと認識をしています。来期

以降の成長に向けて地中熱ビジネスが本格化する今期、そして来期というとこ
ろのステップも含めて、それ以外の既存事業についても様々な取り組みによっ
て原材料価格の動向に左右されづらい事業への転換を目指し、来期以降成長し
ていく、そういった土台を作る1年だと考えております。
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続きましてアドバンスドテクノロジー事業です。

こちらも３か年計画のご説明の中でお示しをしたページになりますけれども、戦
略１～３それぞれへの対応を今期も引き続きやっていくということになります。
戦略1、2の対応は、このあと別のページでご説明させていただきます。戦略３の

海外の販売強化については、実際に前期も北米の売上は非常に成長していま
す。やはり自動車関連というところは、日本国内も当然ではありますけれども、
海外での販売をどう展開をしていくかが非常に重要になってきていると認識を
しています。コロナ禍で海外へのアクセスが限定をされてきたここ数年でした
が、現時点においては解き放されたという状況の中で、様々なアプローチが現
時点でできております。北米、欧州については拠点を設けておりますが、それ以
外の中国、インドを含めたエリアについては、これまでなかなかできなかった顧
客へのアプローチができるようになります。また、北米、欧州、中国に加えて、今
後市場の拡大が見込まれるインドについても、マーケティング情報をきちんと獲
得をした上で技術チームにインプットをして、開発や試作サイクル、こちらのス
ピードを上げていき成長を目指していきたいと考えています。

16



戦略１，２の説明ということになります。
自動車産業の国際的な品質マネジメント規格であるIATF16949を取得しておりま
す。3か年計画のなかでこういった品質マネジメントを上げていくということを

テーマとして挙げていました。これを取得したことにより、欧米、特にヨーロッパ
の自動車メーカーのから一定の信頼を置いていただけることになります。どん
なに良いものを作ったとしても、その背景にある品質マネジメントがどういった
形で行われているのか、これを具体的に示すことができる認証を取得してきた
ということは、非常に大きな事業上のプラスになると認識をしています。

加えて、この認証取得のプロセスは、社内での品質マネジメントレベルを上げる
ための知識獲得として大きな機会となりました。我々の品質マネジメントレベル
が上がってきたという認識を持てるようになったことは、今後の事業を大きく
展開をしていく上での大きなバックボーンになると考えております。
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成長のための様々な投資というのをやっております。
一関の工場は内装向けの2層のシートを中心として展開をしているところであり

ますが、新しい工場に移り、規模、工場の大きさも拡大しました。これまでの工
場は新たな設備を導入するということがキャパシティ時にも難しいところでは
ありましたが、新しい工場に移動することによって、新たな設備投資、新たな展
開の余地も獲得できたという状況になっています。また名古屋では金属調加飾
フィルムを使った自動車向けのパーツの成形をやっており、第一工場が手狭に
なったため第二工場を新設しましたが、もうすでにキャパが足りないのではな
いかとなる中で、新たな工場もしくはこの名古屋工場を大きなところに統合す
る必要性も感じるほど、成形のビジネスも成長してきています。

加えて、国内のみならず北米にも設備投資をしております。これまでの北米拠
点は、日本で作ったフィルムを販売展開するという営業拠点でしたが、今回投
資を行い、パーツ成形が北米でもできるようにしました。これにより、北米の自
動車メーカーに対してフィルムの提供だけではなく、我々からすれば川下の部
分であるパーツの成形もやった上で、北米の自動車メーカーに対してご提供で
きるという体制が整いつつあります。
国内外の投資で、ここでは大きなもの3つをご説明をさせていただいておりま

すけども、様々な設備投資、新規投資をすることによって、今期以降の成長につ
ながると確信をしております。
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そういった取り組みをしているアドバンステクノロジー事業ですが、今期につい
ては売上高 55億円、対前年比21%の増収。営業利益３億円、対前年比17.4%の減
益ということになっています。

営業利益が減るということで、アドバンストテクノロジー事業の利益面での成長
がストップするように見えるかもしれませんが、決してそういうことではござい
ません。注力分野である自動車向けの販売の堅調で売上は実績比21%も増える

中、利益は落ちますが、これは先ほどもご説明をしたとおり、様々な先行設備投
資をやっているからです。これによって減価償却負担が大きくなるということ
で減益をしているということであります。アドバンストテクノロジー事業はまだ
事業としては成長段階にあると思っています。足元の利益を犠牲にしても先行
投資をし、今後の売上の成長、利益の拡大が十分見込まれると思います。
利益については今申し上げたように対前期減益ということになりますがEBITDA
ベースで見てみますと2022年3月期は4億3,100万、前期が5億1,800万、そして今
期の見込みが6億7,500万ということで、着実に伸ばしておりますし、今期の見込
みは2年前と比べるとEBITDAベースで1.5倍を超えるというところになりますか
ら、成長事業としてきちんと投資をしながら、成長、すなわち 利益、キャッシュ獲

得能力を高めていっている認識をしています。そしてこの成長投資、先行投資
という部分は、事業の成長を拡大によって3年から5年で回収ができるものだと
認識をしています。
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各事業についてご説明しましたが、グループ全体での3か年計画として約70億
円の投資計画ということでスタートしました。
新規事業の投資については30億から35億としていますが、これは、使うことが

目的というよりも、それぐらいの計画を持ちながら、いろいろな形で投資とい
いますか、新しい取り組みをやっていこうという覚悟という意味で、この数字を
上げさせていただきました。ですので、今期の実績はまだ分かりませんが、この
3カ年で30億から35億というところには届かない数字にはなりますけれども、今
こちらでお示しをし冒頭でもご説明させていただいたような、RP東プラさんへ

の資本業務提携というようなことも含めて、様々な形で、幅広に色々な検討が
できているのではないかと認識をしています。

既存事業への収益基盤投資であるとか成長基盤投資というところについては、
ご覧のように想定を超える見込みでの投資ができるのではないかと考えてい
ます。そういった中で今期、来期以降の成長に向けた収益基盤の強化、成長基
盤に対する投資というのは着実にできていると認識をしています。
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最後に株主様への還元をご説明をさせていただきます。
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基本方針は従前のとおりです。具体的な配当としましては、前期2023年3月期の決算配
当については、従前と同様、そして予想同様15円という配当にさせていただければと
思います。これによって通期の配当は30円ということになります。
2024年3月期の見通しですが、上期の配当で15円、期末の配当 15円、通期の配当で30
円と、据え置きと言いますか、前期と同じ配当といたします。配当性向を見ると非常に
大きいのですが、冒頭でもご説明をさせていただいた、RP東プラさんの持分法投資利
益が入っていない段階での配当性向となります。そちらも加われば、配当性向は大きく
ぶれるということになるだろうということもありますし、基本方針でも掲げております
ように、安定的な配当を実行、維持しているということが我々の基本方針でもあるとい
うことも含めて、配当は据え置きをしたいと考えています。加えて、今期の業績予想は
非常に厳しいのですが、これが一定程度続くという見込みであれば減配も含めて考え
なければいけないということはあるかもしれませんが、我々経営としては、前期、今期
が業績の底だと認識をしています。今期の数字のご説明もさせていただいましたよう
に、マテリアルソリューション事業は底を打ったと認識をしています。地中熱ビジネスも
含めた既存事業者の見直しをし、来期はさらにプラスの利益獲得できると思っていま
すし、アドバンステクノロジー事業については、成長投資の中それをまた回収するとい
うフェーズに来期から入ると認識しております。そして、RP東プラさんとの提携による
利益押し上げを含めて考えますと、足元では非常に厳しい数字になりますが、来期以降
必ずや成長していけると確信しています。それらを考えると減配をする必要はないの
ではないかと考えております。このような背景の中で配当も据え置きとし、さらに上げ
ていけるような成長を実現させていきたいと考えております。もちろん、事業環境が厳
しい中、我々にとってフォローウィンドウではないかもしれませんが、先ほど申し上げた
ような観点からすれば、今期そして来期、成長軌道に乗れる、そう確信を持っておりま
す。
そういった意味でも、株主のみなさま、投資家の皆様からのサポートをいただきながら
取り組んでいければと思っておりますので引き続きよろしくお願いいたします。ありが
とうございました。
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